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１．はじめに
“Strategy”（戦略）の語源：

ストラテゴス στρατηγός 

• 古代アテネの内閣に相当する機関
• 各選挙区から選出、任期1年、10名
• 戦時には、軍事も担当

• すぐれたストラテゴス：
多選を実現し、長期構想をもって民主制を巧

みに誘導
• テミストクレス：10年越しでアテネ海軍を建

設しサラミスの海戦でペルシャに勝利、軍事
同盟であるデロス同盟を結成

• ペリクレス： 対ペルシャ、スパルタとの巧
みな外交で３０年以上にわたり、平和を維持、
デロス同盟を通商経済圏に発展させ、アテネ
の全盛を築く

塩野七生「ギリシャ人の物語」Ⅰ，Ⅱ
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研究の問題意識

• 2020年4月 東京海洋大学後期博士課程入学
• 2018年の宅配クライシスを経て、2020年当

時、「2030年頃、トラックの輸送力の約3割
が不足」との予測がなされていた（鉄道貨物
協会（2019）2、JILS（2020）3)。

• 日本経済に甚大な影響を与えうる問題として、
ドライバー不足を研究課題として採り上げた。

• 他の分野の将来のリスクに対する対応を調べ
てみたところ、第7次総合物流施策大綱
（2021～2025）4が、長期的見通しや施策の
具体化の面で十分か疑問をもった。



他の分野の将来のリスクに対する対応

介護
• 2000年介護保険法施行。
• 厚生労働省は、

• 団塊の世代が75歳以上となる2025年度及び
介護の必要が高まる85歳以上が増加する2040
年度に必要となる介護人材の需給を推計し、
中長期的な視野をもって人材確保の取り組み
を行うよう都道府県に求め5、

• 介護人材管理改善等計画において、処遇改
善、能力開発等の施策の指針を定めている6。
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防災

• 地震については、「長期的な地震発生確率
の評価手法」が定められている（2001年）。

• 発生確率が低い地震であっても甚大な被
害をもたらしうるものについては、科学的に
想定しうる最大規模の地震を想定し、避難、
集団移転等について対策を定める特別措置法
を定めている（例、東南海・南海地震」特別
措置法）。8

• 水害対策については、河川ごとに、河川整
備計画等において、戦後最大洪水など過去の
実績に基づく整備水準が定められている。建設

• 将来的な人手不足を懸念して、公共工事の
品質確保の促進に関する法律(2005年制定、
2013年、2020年改正）や外国人労働の活用
等が行われてきている。7   



持続可能な物流の実現に向けた検討会（2022.9～2023.6) と
                                    物流革新に向けた政策パッケージ（2023.6)

今年、危機感をもってとられた踏み込んだ施策
• 検討会の設置の趣旨は、物流では担い手不足

が深刻化しており、2024年のドライバーの労働時
間制強化等により、物資が運べなくなるという危
機的な状況であり、関係者が諸課題に取り組む必
要があるというもの。

• 同検討会では、関係省庁を事務局として、荷主、
物流事業者等関係者からヒアリングをしつつ、有
識者による委員が検討を重ねて、施策提言をとり
まとめた。

• これらは、「我が国の物流の革新に関する関係閣
僚会議」が2023年6月に決定した「物流の革新に
向けた政策パッケージ」に反映された。

• 提案された施策は、①着荷主も含めた物流負荷軽
減に向けた規制的措置の導入、②物流コスト込み
取引価格等商慣行の見直しなどであり、従来より
も踏み込んだものである。
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今回のプレゼンの目的
• 政策パッケージ＋持続可能な物流の実現に向けた

検討会は、「戦略的」なものとなり、新政策策定
に関わった政府、有識者、荷主、物流等の関係者
に敬意を表する。

• 本プレゼンでは、マクロ的分析として、Ⅱ．政策
パッケージの前提となる将来予測に触れながら、
博士課程の研究成果10であるトラック輸送の構造
と輸送・ドライバーの需給予測を紹介する。

• 次に、ミクロ的分析として、Ⅲ．政策パッケージ
の課題認識と施策を整理した上で、本研究で用い
たモデルによる試算等を用いながら、パッケージ
の代表的な施策を分析する。

• 最後に、Ⅳ．まとめと提言を行う。



Ⅱ．マクロ的分析：トラック輸送の構造と輸送・
ドライバーの需給予測

本研究は、自動車輸送統計調査個票データ、トラック輸送状況の実態調
査によっており、その利用を認めていただいた国土交通省の関係の方々に、
ここに改めて、感謝申し上げます。なお、これらを利用した統計処理・分
析は筆者独自のものであって、国土交通省のものとは異なります。
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政策パッケージの前提となった需給予測

持続可能な物流の実現に向けた検討会の予測11

• 需要
• 短期予測（2024年度）：コロナ前の2019年度を

想定したとみられる。
• 長期予測（2030年度）：輸送トンのGDP原単位

のタイムトレンドに、主要シンクタンクのGDP
予測値を乗じて総輸送トンを産出し、一人当た
り輸送量の実績から、必要ドライバー数に換算。

• 供給
• 短期予測：2022年の拘束時間の実態調査から、

新改善基準告示の規制年3300時間等を超過する
分が減少するとしてドライバー数を予測し、影
響を受ける輸送力に換算。

• 長期予測：ドライバーの年齢階級別人口から
コーホート法（階級別増減率等）により将来ド
ライバー数を推計。

• 政府の委員会の報告書に、人手不足の定量的な
影響の予測を明示した関係者に敬意を表する。
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予測された相当規模の輸送能力不足



1 需要
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輸送の需要を考えるに当たっての基本的な疑問点

基本的な疑問
• 持続可能な物流検討会のものを含め、これまでのトラックの需要予測は、総輸送トンを予測し、ド

ライバー数・輸送能力に換算している。その意味でトラック輸送を均質なものとみている。
• しかし、輸送は、幹線・輸送・集配等の輸送機能によって、積載率など特徴が違うのでないかとい

う疑問がある。そのため、必要とするドライバー数なども違うのではないか。
• 統計は、最近、車格別に公表されているが、輸送機能の違いは分からない。
• 定量的に解明されていない、トラック輸送の構造（輸送機能別の構成、特性など）を探り、ドライ

バーの必要人数を推計できないか、基礎的な研究から始めた。
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トラック輸送の構造（輸送機能の構成、量）の分析

自動車輸送統計調査12の個票データ
• 自動車輸送統計調査は、統計法に基づく基幹

統計調査として、全国の自動車の輸送量・走
行量等を把握するため、毎月行われている。

• 統計法第33条に基づき、2010年10月から
2020年3月までの9年6か月、約76万車両、約
243万トリップ（異常値処理後約218万ト
リップ）の電子個票データの提供を受けた。
以下、本章ではこのデータを基に、各種の推
計を行う。
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主成分分析とクラスタリング
• トリップの属性として、使用車両の最大積載

量、貨物の輸送重量、積載率、輸送距離、ト
リップ輸送回数を正規化して、主成分分析
（分布の特徴を集約する方法）を行った。

• 第1主成分：大量を大きな車両で長い距離運
ぶ

• 第2主成分：短い距離を繰り返し運ぶ など
• 第1～第3主成分のスコアにより、シルエット

係数法等により定めたクラスター数５でK平
均法によりクラスタリング（近い性質のデー
タをグループ化する方法）を行った。

自動車輸送統計調査の貨物関係調査の概要（2020年3月以前）

調査の対象
登録自動車及び軽自動車。ただし、自家用軽自動車及び一
般輸送の用に供さない自動車を除く。

抽出方法

営業用は事業者を規模、管轄運輸局で層化して抽出し、車
種別に②車両を調査。自家用は車両を車種と管轄運輸支局
で層化して抽出。目標精度は、全国の総トン数及び総トン
キロで標準誤差5%以内。

調査事項

車両について、車種、主な用途、最大積載量、総走行距
離、稼働日数。トリップについて、輸送重量、輸送距離、
輸送回数、積込・取卸地（都道府県）、積込・取卸日、輸
送貨物品目。

調査時期 毎月7日間。

各主成分の因子負荷量
PC1 PC2 PC3 PC4 PC5

最大積載量 -0.563 0.103 0.121 0.539 -0.606
輸送重量 -0.615 0.123 -0.090 0.195 0.748
積載率 -0.454 0.107 -0.486 -0.688 -0.270
輸送距離 -0.312 -0.513 0.706 -0.375 0.010
輸送回数 0.026 0.837 0.493 -0.237 0.005



自動車輸送統計調査個票データから抽出

各クラスターの特徴と対応する輸送機能：トラック輸送の構造
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• 各クラスターの特徴から、輸送機能との概ねの対応を考えた。
• A:幹線輸送（大型車で300キロ以上を運ぶ）、
• B:大型輸送（10t車で100キロ以内を運ぶ）、
• C:中型輸送（2-4t車で60キロ以内を運ぶ）、
• D:集配（3t未満で積載率低く運ぶ）、
• E:反復輸送（10キロ以内を繰り返し運ぶ）

• 抽出率は車格等により微妙に異なるが、トリップの半分を占
める集配、次いで中型輸送、大型輸送、数パーセントの幹線
輸送、反復輸送という傾向となる。

各クラスターの特徴 数値の幅は第1四分位と第3四分位の値の幅を示す 自動車輸送統計調査個票データ

サンプル数 シェア 性格付け
輸送距離
（Km）

最大積載量
（Kg）

輸送重量
（Kg）

積載率（％）
反復輸送回
数（回）

対応すると考え
られる輸送機能

A 53,023 2.4% 超長距離大量 364~630
10,900~13,600
（10t車以上）

4,948~10,400 50~88 1 幹線輸送

B 304,096 13.9% 長距離大量 16~104
9,900~13,700
（10t車以上）

8,300~11,900 74~97 1~2 大型輸送

C 659,337 30.2% 中距離中量 11.5~59.0
2,000~4,000
（2‐4t車）

1,560~3,000 56~92 1~2 中型輸送

D 1,090,046 49.9% 短距離少量 8.5~38.3
1,000~2,700
（3t未満）

90~750 7~35 1~2 集配

E 79,354 3.6% 超短距離多頻度 3.3~11.2
2,000~9,250

（双極）
453~5,656

（双極）
14~86 8~12 反復輸送



各輸送機能の生産性指標の特徴
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• 輸送機能（クラスター）により、生産性指標の特徴は異なっており、生産性改善の余地も異なる。
• A.幹線輸送は、積載率、実車率ともに100%に近いが、輸送1回当たりの所要日車が大きい。
• B.大型輸送は、積載率が100%に近いが実車率は50％に集中（片荷）。所要日車も1日車が多い（1

日2回転しないものも多い）。
• C.中型輸送は、B.大型輸送に似ているが、積載率は低いものも多い。
• D.集配は、積載率が低いものほど多い。実車率、所要日車は、50％、1日車が多いのはB，Cと似る。
• E.反復輸送は、積載率が多様だが、所要日車が短く、回転数が極めて高い。



クラスターを活用した輸送量の推計
輸送機能別の総輸送トン等の推計
• 簡易なウェイト※によりサンプルから総輸送トンの公表

統計値を良好に再現できることが分かり、輸送機能別の
総輸送トンを推計した。

※当該車種・当該年度の公表の合計値/当該車種・当該
年度のサンプルの合計値

• 輸送トンは、E.反復輸送はサンプル数で4位であっ
たが、B.大型輸送に次いで2位である。これは、
輸送トンは、いわゆる総流動であり、輸送距離の
長短に関わらず積卸されるごとに輸送重量が計上
されるからである。D.集配は、4位。

• 輸送トンキロを見ると、輸送距離の大きなA.幹線
輸送は2位となる。
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クラスターを活用したドライバー需要の推計
各輸送機能の特徴と作業時間から推計

• 営業トラック輸送が、５つの輸送機
能を担うフリートで構成されるとす
る。

• 「自動車輸送統計調査」の最大積載
重量、積載率、所要日車（1日のト
リップ数の逆数）等の輸送諸元、
「トラック輸送状況の実態調査」か
ら得られる各作業の拘束時間等から、
先に推計した各機能の年間総輸送ト
ンを輸送するのに、各輸送機能のフ
リートが何台必要か（必要車両台
数）を推計する（詳細は附録参照）。

• 改善基準告示によるドライバー1人当
たりの総拘束時間（上限）から、各
輸送機能のフリートの必要ドライ
バー数を推計する。
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輸送機能 i

i∊{A,B,C,D,E}

総輸送重量
W　(t/年）

車両数
N（台）

往復回数
f (回/年）

・
・
・

f・γ



輸送機能別の輸送トンとドライバー需要の特徴

輸送機能によりドライバーの人手のかかり方は異なる

• 2019年度の営業トラックのクラスター別のドライ
バー数を推計したところ、総数861千人は統計値※

に近く、良好であった。
※道路貨物運送業の送機械運転従事者860千人

• 輸送機能によって、輸送トン当たりに必要な
車両台数（必要車両原単位）は大きく異なる。

• D.集配は、小さな車両で低い積載率で運ぶの
で、原単位は大きい。

• A.幹線輸送は、1回の輸送に時間がかかる
（宿泊運行）ので、原単位が大きい。

• C.中型輸送は、10t車に比べて小さな4t車で積
載率も小さいものもあるので、原単位が以上
に次いで大きい。

• B.大型輸送は10t車でまとめて、E.反復輸送は
1日に多頻度運ぶので、原単位が小さい。
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貨物分類別の輸送機能の構成と必要ドライバー数

消費関連貨物は人手がかかる

• 貨物分類別13に、輸送機能の構成が異なる。
• 消費関連貨物は、C.中型輸送，D.集配，A.幹

線輸送の割合が大きい。農水産物・加工食品
等は遠距離から輸送され、消費者に近い川下
でロットが小さくなるため。

• 建設関連貨物は、E.反復輸送の割合が大きく、
A.幹線輸送の割合が小さい。砂・砂利等のバ
ルク貨物は長距離は内航で運ばれ、陸上は反
復輸送で運ばれる。

• 生産関連貨物は、両者の中間である。
• 必要車両原単位は、D.集配、C.中型輸送、A.

幹線輸送で大きいため、必要ドライバー数は、
消費関連貨物、生産関連貨物、建設関連貨物
の順となる。
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品目別必要ドライバー数：取り合わせ品、食料工業品、日用品、機械が多い
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• 砂利・砂・石材、窯業品、廃棄物などの建設関連貨物は総輸送トンは大きいが、必要ドライバー数は小さくなる。



将来予測：輸送トン、ドライバー数の近年の傾向

ドライバー需要の小さな建設関連貨物の減少と大きな消費関連貨
物の微増、その下での総輸送トンの停滞と総ドライバー数の増加

• 政策パッケージの輸送トンの予測は、総輸送トンのGDP原単位の
減少トレンドを利用している。しかし、総輸送トンの減少は建設
関連貨物の減少によるところが大きく、消費関連貨物は微増、生
産関連貨物は変動しており、傾向は貨物分類により一律でない。

• 政策パッケージの総輸送トンからドライバー数への換算は貨物分
類を問わず一律であり、総輸送トンに比例するとしている。しか
し、最近の傾向はコロナ前は総輸送トンが停滞しつつ、ドライ
バー数が増加（コロナ禍でも輸送量が急減しつつ、ドライバー数
は微減である。）。

• 建設関連貨物は必要ドライバー数が相対的に小さく、消費関連貨
物は必要ドライバー数が大きい。これにより、建設関連貨物の減
少と消費関連貨物の増加により、総輸送トンが停滞・減少する一
方、ドライバー数が増加する状況を説明しうる。

• 輸送需要、ドライバー需要の将来予測は貨物分類別に行うのが適
当と考えた。
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必要ドライバー数の将来予測：貨物分類別
トレンド・原単位による輸送量予測、現状の輸送構造・効率、労働規
制強化の下でのドライバー数推計
• 輸送動向の分析を踏まえて、2025、2030、2035

年度について
①  交通計画一般で行われる ① 直近の 2011 2019 

年度 の貨物分類別のトレンドを外挿する 、
②  多くの調査研究で 用いられる 輸送原単位に基

づく方法として ② 貨物分類別に GDP 又は人口 
当たりの輸送トンの原単位 を用い、将来の GDP 
成長 のシナリオ別に推計を行う、

という 2 種類の将来の貨物分類別の輸送トンの推計
を行った。
• 予測された輸送トンは、2019年度の貨物分類別の

輸送機能構成、2019年度の輸送機能別の必要車両
原単位（すなわち、輸送構造・効率が変わらな
い）、2024年度等の労働時間規制強化を考慮して
必要ドライバー数に換算した。
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ドライバー需要の将来予測の結果

労働時間規制、消費関連貨物に影響される需要

• タイムトレンド（2011‐2019）、原単位＋
ベースライン（実質成長率0%台半ば）、原
単位＋成長実現（同1.4%程度）の3ケース。

• 2019年度と比べると、2035年度までで、15
万人～25万人必要ドライバー数が増えるとい
う結果であった。

• 原単位法では、労働規制強化の影響を受け、
人口減少の影響が軽度でGDP成長率の比較的
大きな2025年度に必要ドライバー数が最も高
まるという結果となった。

• 消費関連貨物の動向の影響が大きい。
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表 6-4-2 営業トラック輸送トン原単位～切片＋年度（＋GDP）回帰分析結果
補正R2 切片 p値 年度係数 p値 GDP係数 p値

全貨物（トン/百万円） 0.916 414.9 4.5E-12 -0.202 6.7E-12
消費関連貨物（トン/人） -0.040 -22.1 7.5E-01 0.016 6.4E-01

0.231 242.4 4.4E-02 -0.128 4.5E-02 4.6E-05 0.013
生産関連貨物（トン/百万円） 0.705 67.0 6.9E-07 -0.032 1.2E-06
建設関連貨物（トン/百万円） 0.647 178.9 8.6E-06 -0.087 1.1E-05

※　採用せず。参考

コントロールトータル算出に用いる



必要ドライバーに抜本的な影響を与える自動運転等の可能性
2030年に広く、商業的に普及し
ている見通しは立っていない

• コンピュータ技術の発展により、
定型手仕事労働が置き換えるな
どとした、Autorらの2003年の論
文23でも、自動車運転は、典型的
な非定型手仕事労働であり、置
き換えられないとされていた。

• しかし、最近、自動運転という
ドライバー不足を抜本的に解決
しうる技術の開発が進んでいる。

• 現在、開発・実証の段階であり、
事業化に向けて検討が開始され
ているが、相当の需要増加が見
込まれる2030年までにおいて、
高速道路を除き、自動運転が商
業的に普及している見通しは
立っていない。

Tomomi Tsuchiya 22

隊列走行 自動走行 ラストワンマイル輸送
2030年の将来像：物流中継拠点から
配送先において、自動走行ロボット
等の活用により、配送効率が向上す
る。　24

ロード
マップ

2021年度：有人隊列システムの商業
化、2022年度以降：東京₋大阪間で
の後続無人隊列システムの商業化、
2023年度以降：高速道路での後続無
人隊列システムの商業化・2025年度
以降：民間サービス展開　24

2025年度以降：高速道路自動運転
トラック（レベル４）実現
2021年度以降：限定地域での無人自
動運転サービス（レベル4）実現、
2022年度に遠隔監視のみでのレベル
４の実現）2025年度を目途に40か
所）・2026年度以降：民間サービ
ス展開　24，26

 ー

開発・実
証・事業

化

ユースケースや優先的に確立すべき
エリアを特定し、それらに基づき車
両を含む新たな幹線物流システムの
あり方を検討中 。他の交通参加者と
の安全性向上、電子牽引が切れた場
合の対応方法、環境変化への対応、
隊列運行管理サービスのビジネスモ
デル確立が課題　25

2025年度の40か所の無人運転サー
ビス実現に向けて、事業モデルの検
討、安全性評価・地域合意の手法の
検討、技術開発において実証等によ
る検証と課題の整理、インフラとの
協調型サービスの検討など　26

2022～2024年度：NEDO；10台以上
のロボットの遠隔監視・操作、長距
離走行の実施、サービスインする環
境での6か月以上の荷物の配送・受領
の実施　2022年2月：（一社）ロ
ボットデリバリー協会発足、2023年
4月：低速・小型ロボット配送の制度
化を含む道路交通法の一部改正法施

要約
後続車無人化に向けて開発・実証の

段階、事業化に向けて検討開始
無人運転に向けて開発・実証の段
階、事業化に向けて検討開始

配送の無人化・遠隔監視等の省人化
の開発・実証の段階

2030年の将来像：自動運転トラックや隊列走行の商業化等に応じて、
専用の走行空間等が整備され、物流中継地との地域間輸送、共同輸送等
により、物流が効率化する。走行ルートの限定されるエリアにおける物
流手段として、自動運転車が活用される　24。

自動化の将来像と開発・実装・事業化の状況 (「官民ITS構想・ロードマップ2020」等）2023年3月現在



2 供給
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ドライバーの供給を考えるに当たっての視点

近年の就業人口増、雇用促進策、労働条件改善等の考慮の必要

• 政策パッケージのものも含めて、将来のドライバーの供
給予測は、一定時点のドライバー人口の年齢階級別構成
とこれまでの増減傾向等を将来に延長したコーホート推
計をしている。

• しかし、近年は、女性・高齢者の雇用促進策が講じられ、
労働参加率が向上し、人口の減少に対して就業人口は増
加している。これらの就業人口の底上げや雇用促進策は、
ドライバー数の予測でも考慮すべきではないか。

• このため、研究では、既存の就業人口全体の予測を活用
するとともに、ドライバー職の選択のモデルを独自に作
成した。
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ドライバー職への就職の特徴
就職率が高い：失業率の高い時期、30代後半以降、1980年以前生まれの世代

• ドライバー職は、いわゆる“３K”であるとされ、
完全失業率が高い時期に就職が増える14 。

• 職業選択では一般に、被用者・雇用者双方の職
業とその適性への当初の情報不足から、転職等
により情報が修正され、次第に定着するとされ
る（マッチング理論15）。年齢階級別の構成を見
ると、一般には20代後半まで新規入職の比率が
高いが、道路貨物運送業（ドライバー職が半数
以上を占める）では30代前半まで新規入職の比
率が高く、30代後半で定着してくる。

• 道路貨物運送業への年齢階級ごとの就職率（就
業者数に占める割合）は、44歳以下では年次的
に低下する（最近の19歳以下の世代を除く）の
に対して、45歳以上では増加し、高齢化が進ん
でいる。これは、就職率への世代（コーホー
ト）の影響を示唆している16。
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年齢階級構成と入職者比率（2019年度）赤←高い　低い→青

総数（十人） 2,217,881 100% 87,060 100%
～19歳 20,819 1% 59% 453 1% 55%
20～24歳 166,303 7% 29% 2,724 3% 32%
25～29歳 237,109 11% 12% 3,985 5% 12%
30～34歳 237,305 11% 8% 5,841 7% 14%
35～39歳 248,928 11% 6% 9,450 11% 9%
40～44歳 290,709 13% 5% 12,829 15% 6%
45～49歳 318,342 14% 4% 16,422 19% 5%
50～54歳 265,426 12% 4% 14,229 16% 6%
55～59歳 215,939 10% 3% 10,775 12% 3%
60～64歳 140,568 6% 5% 6,611 8% 5%
65～69歳 54,687 2% 4% 2,819 3% 3%
70歳～ 21,746 1% 3% 922 1% 2%
入職者比率は、当該年齢階級で勤続年数が0年の労働者の比率

全産業 入職者
比率

道路貨物運送業 入職者
比率

道路貨物運送業 年齢階級別 就職率 推移（労働力調査)　赤←高い　低い→青
15歳以上 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65歳以上

2007年 2.89% 1.06% 1.71% 2.54% 3.30% 3.97% 3.44% 2.93% 2.89% 3.18% 2.59% 1.48%
2008年 2.87% 1.09% 1.74% 2.27% 3.28% 4.02% 3.52% 3.08% 2.82% 2.97% 2.96% 1.45%
2009年 2.94% 1.19% 1.83% 2.33% 3.13% 4.01% 3.92% 3.42% 3.03% 2.91% 3.02% 1.42%
2010年 2.89% 1.22% 1.43% 2.37% 3.09% 3.85% 3.87% 3.48% 2.90% 2.77% 3.01% 1.40%
2011年
2012年 2.90% 1.23% 1.52% 1.93% 2.90% 3.35% 4.06% 3.55% 3.21% 3.14% 2.85% 1.68%
2013年 2.96% 1.14% 1.50% 2.14% 2.96% 3.42% 3.95% 3.74% 3.46% 3.02% 2.96% 1.73%
2014年 2.91% 1.09% 1.25% 1.99% 2.83% 3.24% 3.72% 4.04% 3.58% 3.01% 2.89% 1.76%
2015年 2.90% 1.08% 1.24% 2.04% 2.72% 3.22% 3.80% 4.09% 3.48% 3.19% 2.81% 1.78%
2016年 2.92% 1.01% 1.43% 1.86% 2.56% 3.03% 3.70% 4.01% 3.76% 3.17% 2.89% 1.96%
2017年 2.92% 1.03% 1.66% 1.88% 2.54% 3.21% 3.62% 3.84% 3.81% 3.43% 2.88% 1.98%
2018年 2.90% 1.79% 1.33% 1.87% 2.56% 2.94% 3.29% 4.12% 3.81% 3.37% 2.86% 1.97%
2019年 2.91% 1.68% 1.74% 1.86% 2.63% 2.82% 3.41% 4.01% 3.69% 3.64% 2.83% 2.13%
2020年 2.91% 1.90% 1.53% 2.03% 2.52% 2.88% 3.31% 4.01% 3.78% 3.41% 3.03% 1.99%
2021年 2.98% 1.96% 1.76% 1.82% 2.01% 2.75% 3.27% 4.18% 4.15% 3.58% 3.04% 2.08%



ドライバー職の職業選択のモデル化

年齢、世代（35歳時点の失業率により影響）によるモデル
• 就職の特徴を踏まえ、性別・5歳年齢階級

別の就職率を被説明変数とし、年齢
（Age)、時期(Period)、世代(Cohort）を
説明変数として、回帰分析を行った。

• データ：労働力調査、2007～2021年、年
齢階級（A）11、時期（P）15、世代
（C）64

• APCモデルとACモデルが説明力が高かっ
たが、APCモデルは、多重共線性等により
解釈が困難であったので、ACモデルを解
釈した。

• 年齢（A）効果は、30代前半まで急速に増
加し、以降増加を続け、65歳以上で急減
する。

• 世代（C）効果は、変動が大きいが35歳
（～39）時点の完全失業率と相関が高い。
コーホートクラウディングの理論17などと
合致している。35歳時点までの人材確保
が重要であることも示唆している。
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表7-4-3　各モデルのAIC（赤池情報量基準）
モデルの説明変数 男性 女性

APC（年齢，時期，世代） -1427.2 -1455.7
AC（年齢，世代） -1429.8 -1440.7
AP（年齢，時期） -1182.3 -1352.0
PC（時期，世代） -1151.1 -1304.9



労働政策研究・研修機構の就業人口の将来推計21

経済成長、雇用促進でもとまらない就業者人口の減少
• 労働政策研究・研修機構（2019）は、 今後の雇用政策の企画・

立案に資することを目的に労働力人口と就業者数のシミュレー
ション を行っている。

• これは、 国立社会保障・人口問題研究所の日本の将来推計人口 
（中位推計）および内閣府の中期経済予測に基づ いている。

• 2030年度には、現状に比べて、３～8百万人、5～13％、就業者
数が減少する。経済成長、雇用促進をしても就業者が減少する。

• 成長実現・労働参加進展シナリオ：経済成長と、若者、女性、高齢
者等の労働市場への参加が進むシナリオ。保育所・幼稚園在籍児童
比率が上昇 し 、 健康寿命 が 延伸 し 、 希望者全員が 65 歳まで雇
用の確保される企業割合が 100 となるなど、 柔軟な働き方を選択
する者が増え、正社員を含む短時間雇用者比率が高まる

• ベースライン・労働参加漸進シナリオ：済成長と、若者、女性、高
齢者等の労働市場への 参加が一定程度進むシナリオ

• ゼロ成長・労働参加現状シナリオ ：ゼロ成長に近い経済成長で、
性・年齢階級別の労働力率が現在（ 2017 年）と同じ水準で推 移
すると仮定したシナリオ
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雇用促進の可能性：女性の例

近年、女性ドライバーが増加、さらなる増加の可能性
• 最近の生産年齢人口の伸び率以上に、就業人口は

伸びている。
• 道路貨物運送業の男性の伸びは、一般の就業者よ

りやや高いが、近年、女性の伸び率は相当高く、
道路貨物運送業の就業率を引き上げている。

• 背景として、2020年の女性の道路貨物運送業への
就職率は、それ以前に比べて、40代において就職
率の高まりが見られる。道路貨物運送業の労働時
間の短縮等により、子育て後の女性の就職が進ん
だとみられる。

• ドライバーの女性比率も、中小型トラックについ
ては近年、高まりが見られる。

• しかし、ドライバーの男女の賃金差は存在し、生
産性の違いも考えられる15が、公平の確保による
改善の可能性が考えられる。

• 政府はガイドラインで女性ドライバーの雇用促進
策を種々、提唱している18おり、これにより雇用
増加が期待できる。
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ドライバー供給の将来予測

経済成長による就業人口増加、雇用促進策を考慮

• 将来人口推計に基づく、労働政策研究・研修機構の将来
の就業人口推計のうち、成長実現・労働参加シナリオと
ベースライン・労働参加漸進シナリオを用いる。

• 就業人口に、ACモデルによる道路貨物運送業の就職率
の将来推計値を適用して、道路貨物運送業の就業者数を
求め、ドライバー比率をかけてドライバー供給を求める。

• 就職率とドライバー比率について、ベースラインシナリ
オと道路貨物運送業固有の若年・女性促進/高齢者保持
シナリオを設ける。
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 道路貨物運送業固有の取り組みについてのシナリオの設定
イ．道路貨物ベースシナリオ ロ．道路貨物雇用促進シナリオ

ドライバ
―比率

2021年度の現状のまま。
男性は2021年度の現状のまま。女性は増
加傾向を外挿。

新規参加年齢層のコーホート（C）効果は
1994‐2003年の算術平均を使用。年齢
（A）、他のコーホート（C）効果は回帰
結果のまま。

新規参加年齢層のコーホート（C）効果
は、2004年または2006年の高い数値を使
用。年齢（A）効果の係数を＋10％。他の
コーホート（C）効果は回帰結果のまま。

道路貨物
運送業就
職率



ドライバー供給の予測結果

雇用促進は効果的だが、2030年代の第2次ベビーブーム世代の引退を補えない
• 最高の一般の労働参加進展・道路貨物の雇用促進シナリオの

下でも、2030年度には、現在の主たる担い手である40代後
半、50代前半の第2次ベビーブーム世代が退職直前となり、
2035年度に半数が退職する。若年層の人材確保は高齢化によ
る退職を補うことはできない。

• 女性の雇用促進も、女性ドライバー等の割合がもともと低い
ため、男性高齢者の退職を補うことはできない。

• このため、一般・道路貨物双方のベースラインケースでは9
万人（11％）も減少する。雇用促進により、この減少幅を抑
えられるが、それでも2万人（2%)、ドライバーが減少する
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シナリオ別ドライバ―数試算（万人）

男性 女性 計 2020比 男性 女性 計 2020比
2020年度 85.0 85.0
2025年度 75.7 3.2 78.9 ▲ 6.1 78.3 3.4 81.7 ▲ 3.3
2030年度 72.8 3.2 76.0 ▲ 9.0 76.6 4.0 80.6 ▲ 4.4
2035年度 68.1 3.1 71.2 ▲ 13.8 73.5 4.5 78.0 ▲ 7.0
2020年度 85.0 85.0
2025年度 76.8 3.3 80.1 ▲ 4.9 79.5 3.5 83.0 ▲ 2.0
2030年度 75.0 3.4 78.4 ▲ 6.6 78.9 4.2 83.0 ▲ 2.0
2035年度 71.7 3.3 75.0 ▲ 10.0 77.1 4.8 81.9 ▲ 3.1

道路貨物ベースシナリオ 道路貨物雇用促進シナリオ

一般ベー
スシナリ

オ

一般参加
進展シナ

リオ



3 需給ギャップ

Tomomi Tsuchiya 31



ドライバーの需給ギャップ（ドライバー不足）

2030年度に14～29万人（需要の約3割）の不足。雇用促進により減らせる。
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ドライバ―需給のギャップ（千人）

2025年度 ▲ 162 2025年度 ▲ 295 2025年度 ▲ 314
2030年度 ▲ 216 2030年度 ▲ 205 2030年度 ▲ 292
2035年度 ▲ 287 2035年度 ▲ 84 2035年度 ▲ 233
2025年度 ▲ 122 2025年度 ▲ 254 2025年度 ▲ 274
2030年度 ▲ 145 2030年度 ▲ 135 2030年度 ▲ 221
2035年度 ▲ 181 2035年度 22 2035年度 ▲ 127

ドライバ―需要のシナリオ

ド
ラ
イ
バ
ー
供
給

の
シ
ナ
リ
オ

一
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路

貨
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進
展
＋
道

路
貨
物
雇

用
促
進

2011-2019年度のトレンド
（直線回帰）

原単位+成長実現ケース原単位+ベースラインケース



需給ギャップを埋めるのに必要な生産性向上の規模

１～2割の輸送条件の変更を伴う

• ドライバーの需給ギャップ14～29万人に見合
うためには、積載率、輸送頻度等の輸送条件
を一律に１～2割変更しなければならない。

• ただし、生産性向上に伴い、向上幅の半分が
運賃値上げとなり、さらにその4割（現在の
トラック事業の人件費比率）が年収改善とし
てドライバーに分配され、供給の弾性値0.7と
してドライバーの供給が増加すると仮定して
いる。

• 輸送条件の変更は、流通在庫の増加等をもた
らすが、トラック輸送の費用が保管に比べ急
騰しており、物流システムの“再調整”22の時
期に入っていると見ることができる。
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需給ギャップに見合う生産性向上策の試算
輸送条件（頻
度、荷待ち荷役
時間、速度・回
転数）の変更幅

±10％ ±20％

A.幹線輸送 115 97
B.大型輸送 191 158
C.中型輸送 227 188
D.集配 211 176
E.反復輸送 30 25
合計 775 644
860千人（2019
年度）との差

▲ 133 ▲ 256

-15% -30%
中継輸送 ▲ 19 ▲ 19
モーダルシフト ▲ 9 ▲ 9
年収改善 ▲ 20 ▲ 39
削減計 ▲ 181 ▲ 323
附録ほかのモデル、数値等から試算

必要ドライバー数（千人）
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各種政策のドライバー総数に与える効果の試算結果まとめ（変化幅±10%）附録のモデルと数値から試算
A B C D E

幹線輸送
大型輸

送
中型輸

送
集配 反復輸送

分類 政策の例 合計 仮定等 必要な調整・留意点
最大積載量

増大
ダブル連結トラック、

大型車規制緩和
▲ 12 ▲ 22 ▲ 26 ▲ 24 ▲ 3 ▲ 86 輸送頻度▲10%許容 荷主の在庫調整

積載率改善 共同輸配送 ▲ 12 ▲ 22 ▲ 26 ▲ 24 ▲ 3 ▲ 86 輸送頻度▲10%許容 荷主の在庫調整

実車率改善
帰り荷確保、マッチン
グ

▲ 8 ▲ 22 ▲ 26 ▲ 24 ▲ 3 ▲ 82
輸送頻度▲10%許容、A
は100%で頭打ち

帰り荷の存在・荷主の
在庫調整

回転数、運
行速度改善

発送納品時間の柔軟
化、交通環境整備

▲ 5 ▲ 12 ▲ 14 ▲ 14 ▲ 2 ▲ 47

運行速度＋10%許容。
平均旅行速度2015年度
データ　高速道路を含
む全体平均：35.1km/h,
一般道平均31.6km/h

発送納品時間の柔軟
化、物流施設の受け入
れ環境、交通環境の整
備など

荷待ち荷役
時間改善

トラック予約受付、検
品レス、ユニットロー
ド化※

▲ 1 ▲ 4 ▲ 5 ▲ 3 ▲ 1 ▲ 13

荷待ち・荷役時間▲
10％許容。輸送ロット
によりパレット化など
に難易があることに留
意

※パレット化について
は、大型化、短距離へ
の適用で積載率低下に
対処

休息期間回
避

中継輸送 ▲19 ー ー ー ー ▲ 19 中継時間1回0:30
中継拠点の確保、車
両・ドライバーの組織
的運用

モーダルシ
フト

　 ▲9 ー ー ー ー ▲ 9

雑貨輸送で鉄道コンテ
ナ・フェリー・RORO
船・コンテナ船のシェ
アが50％増加

　

合計 ▲ 175

必要ドライバー数削減のポテンシャル（千人）

※　最大積載量・積載率・実車率は、複合効果として輸送ロットを増減し、輸送頻度を増減させるので、複合効果の上限は▲86千人となる。



追補：道路貨物運送業の労働供給の年収弾力性
年収弾力性は、0.7程度、10％の供給増のため
には14%以上の年収アップが必要
• 賃金率が上昇した場合、労働時間を増やすか減らすかは、

所得効果、代替効果のいずれが大きいかによる15。トラッ
クドライバーは労働時間の短さよりも年収を確保する傾向
がある16。

• 政府の「持続可能な物流の実現に向けた検討会」でも、
「2024年度以降、労働時間が減ることでドライバーには賃
金低下の不安がある」と指摘している19。

• 水谷（2016）は、道路貨物運送業就業者数を被説明変数と
し、道路貨物運送業平均年収と労働力人口を説明変数とし
て、道路貨物運送業の労働供給の年収に対する弾力性を、
0.706と推計している20。

• 水谷にならって、最近のデータにより弾力性を推計したと
ころ、0.763となった（有意な結果が得られなかったため、
労働力人口を省いている。）。

• これは、就業者を10％増加させるためには、約14％の年収
アップが必要であることを意味している。しかし、他の職
業との間で人材確保が競合する場合、よりアップが必要と
なる。
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 労働供給関数の推計（2013年度～2021年度）

 logWT=-1.791+0.510**logYR+1.049**logWA   補正R2：0.875
 logLT=-1.116+0.763log**WT^   　　　 　　 　補正R2；0.656
  * : p<0.05,  ** : p<0.01  *** ; p<0.001

   WT:道路貨物運送業平均年収
   YR：道路貨物運送業平均勤続年数
   WA：全産業平均年収
   LT:道路貨物運送業就業者数
   WT^：道路貨物運送業平均年収推計値
データ：労働力調査・賃金基本構造統計調査（2013～2021年度）



Ⅲ．ミクロ的分析：政策パッケージの施策の検討
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１．持続可能な物流の実現に向けた検討会と物流
の革新に向けた政策パッケージ
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政策パッケージの前提となった検討会の課題認識19

非効率な商慣行、取引の多層性による供給不足・需要過剰

• 検討会は、非効率な商慣行や取引構造などの物流の諸
課題を以下のように整理している。

• 供給サイドでは、不明確な契約等の下、荷待ち・附帯
作業による長時間労働に加え、2024年の時間外労働上
限規制によりドライバーの人手不足が生じ、また、厳
しい取引・雇用環境による低運賃・低賃金により、人
材確保難となっている。

• 需要サイドでは、店着価格制等の下、物流負荷が可視
化・価格化されず、荷主・消費者に課題が認識されず、
過剰な物流需要を生じている。

• また、これは明記されていないが、中小零細が多い物
流業界で、荷主、元請け等の優位が背景となっている
と見ている。
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政策パッケージの施策

• 政策パッケージの施策をアプローチにより分類する。

1. 経済的アプローチ：物流コスト込み取引価格の見直し（メ
ニュープライシング等）、標準運賃による適正運賃収受支
援（価格付けの是正） など

2. 工学的アプローチ：賞味期限2分の1ルール、荷待ち・荷役
2時間ルール（手待ち時間削減）、共同輸配送（積載率改
善）、ダブル連結トラック（積載量改善）、速度規制引上
げ（速度改善）、物流DX、物流標準化 など

3. 社会的アプローチ：（ホワイト物流推進運動、）荷主経営
者層・消費者の意識改革、物流改善の評価公表 など

• 実施の手法：規制的措置（役員級の物流管理統括者の選
任、物流負荷軽減の計画策定義務、モニターなど）、業
界の自主行動計画、価格メカニズム など
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着荷主も含めた規制的措置：価格メカニズムを補完



工学的アプローチ：車両の大型化の例
現行水準、効果により、施策の有効な分野のあたりをつける

• ドライバー需要の推計では、積載率等のパラメーターに現状
の平均値等を用いたが、この値を操作することにより、関係
の政策の効果を試算することができ、政策の適用すべき分野
や期待される効果を知ることにより、あたりをつけることが
できる。これは、工学的アプローチ。

• 営業トラックの車両の大型化による最大積載量を例にとると、
積載率は、A.幹線輸送、B.大型輸送、C.中型輸送で100%が多
いので大型化の対象候補となるが、最大積載量増加に伴う必
要車両原単位の減少は、A,Cで大きく、Bは小さい。D.集配の
必要車両原単位の減少は大きいので車両を大型化することも
候補だが、積載率が低いのでこちらを増加させることも対応
施策の候補となる。
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２．荷待ち・荷役時間の削減
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荷待ち・荷役時間の削減
平均荷待ち・荷役時間削減の効果

• 荷待ち・荷役時間は短いに越したことはないものであ
り、過度なものはなくすべきである。特に、2024年の
時間外労働上限規制の下で労働時間を規制内に収める
ことは必須である。

• 営業トラックについて、必要車両原単位の変化を見る
と、必要車両数の削減は、削減した荷待ち・荷役時間
を運転等の作業に回して、車両の回転数を上げること
によるが、一日の作業時間のうち、荷待ち・荷役時間
の割合は比較的小さいので削減効果は比較的小さい。

• 政府のガイドライン28は、荷主等に荷待ち・荷役時間
の把握を求めるが、トラックの生産性全般（最大積載
量、積載率等）に目を向ける契機となる。
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• トラックの到着時刻は予告されず、物流施設に到着する
のが一般的。

• 荷待ち時間が生じるのは、前車両の荷役が終わる前に、
後車両が到着してしまうため。

• 荷役時間と到着間隔の比（トラフィック密度）が１に近
づくと荷待ちが生じる確率が高くなる。到着量に合わせ
て十分な荷役能力を設けることが荷待ち削減に必要。

• しかし、特定時間帯の集中、期末期首の繁忙など、到着
量の波動への物流施設の対応には限界がある。平準化が
必要。

• 平均荷待ち時間と、到着が重なることにより生じる最大
荷待ち時間の差は大きい。ある程度の期間の観察で平均
を見ることが必要。

• また、荷役時間のばらつきが大きくなると荷待ちが生じ
やすくなる。様々な車格、ロットを扱う物流拠点では荷
役時間のばらつきは大きい。
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荷待ち・荷役時間の削減２

荷待ちは、一種の“混雑” 到着量が荷役能力の限界に近づくと生じやすい



荷待ち・荷役時間の削減３

荷役時間の予約は効果がある。しかし、限界がある。

• 荷役時間の予約は、トラフィック密度が高くなる
まで、平均荷待ち時間を抑える効果がある。

• ベルトコンベアのように、偏差なく荷役を行えれ
ば、理論的には待ち時間をゼロにできるが、物流
は、荷役時間のばらつきを考えざるを得ない。到
着時間にもばらつきがある。

• 荷役時間を短縮するか、予約枠を荷役時間よりも
大きめに設定すれば、荷待ち時間の発生を抑えら
れる。それも完全ではなく、また、枠が大きめ過
ぎれば、バースの稼働率が悪くなる。

• 車格や荷役時間が多様な物流拠点では、予約の運
用にも限界がある。トラック側も予約のためには
到着時刻を確定しなければならないが必ずしもそ
うならない。

• いずれにせよ、１００％の予約制は難しい。（な
お、小売りの営業開始前に合わせた早朝の一斉出
庫は、荷揃え、遠距離配送の優先などの点から、
計画的に出庫・配送が行われ、予約の対象外。）
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荷待ち・荷役時間の削減４

依頼のリードタイム延長により、適切な配車計画、荷役の事前準備、荷役予約の運用が容易に

• 物流拠点では、①運送依頼と入出
庫依頼の確認、②荷繰り、荷揃え、
ピッキングなどの事前準備が、ト
ラックの積卸しの前に必要。これ
らは実質的な「荷役時間」。

• 荷主等からの依頼を早期にもらう
ことにより、トラックは無駄のな
い配車計画を作ることができ、倉
庫も事前準備を前倒しできる。

• また、荷役の事前予約に要する時
間を確保できる。

• 全日本トラック協会食料品部会の
要望を端緒とした、日本加工食品
卸協会、首都圏SM物流研究会等
の納品リードタイム延長の動きは、
このような流れ。
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入出庫のプロセス



３．積載効率の向上
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積載効率の向上

積載率向上は、C.中型輸送、D.集配に有効、実車率向上は、B.大型輸送に有効
• 積載効率を向上させるためには、

積載率を上げるか（1回当たり多
く運ぶ）、実車率を上げるか
（帰り荷等を確保する）、２つ
の方向がある。

• 積載率を上げることが有効なの
は、D.集配、C.中型輸送（積載
率の現行水準が低く、改善の必
要車両原単位の効果が大きい）。

• 実車率を上げることが有効なの
は、B.大型輸送、C.中型輸送
（実車率の現行水準が低く、特
にC.は、改善の原単位への効果
が大きい）。
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積載効率の向上２

営自転換が有効、実車率は事業所規模が大きい方が高い、規模を補うプラットフォーム、マッチング等

• 一部車種を除き、営業用の方が
自家用よりも積載率、実車率と
もに高い。効率化のため、営自
転換は有効。

• 営業用では、事業所規模により
積載率はあまり差がないが、実
車率は事業所規模の大きい方が
高く、一定の規模が生産性改善
に有効

• 事業所規模を補うものとして、
共同輸配送のためのプラット
フォームの形成、マッチング
サービスの拡充が有効ではない
か。
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４．一貫パレチゼーション
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一貫パレチゼーション

負荷軽減の効果が大きい。しかし課題がある。

• メーカー⇒運送⇒物流拠点（保
管）⇒運送⇒卸・小売りの物流拠
点 など という一貫パレチゼー
ションが実現できれば物流負荷の
軽減効果は大きい。

• これは、ドライバー等の荷役の身
体的負荷の軽減、荷役時間の削減
による車両・物流拠点のバースの
回転の向上というメリットがある。

• 他方、積載率の低下への対応やパ
レットの管理・還流が必要になる。
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短距離への適用

荷役時間の削減

運転時間の増

回転率の改善

積載率の低下荷役の身体的
負担の軽減

労働条件の改善

メリット デメリット

パレット化のメリット、デメリット

車両の大型化

必要車両

必要ドライバー

供給ドライバー

対応策

パレットの整
備・管理・還流



一貫パレチゼーション２
大型化・短距離適用、発注ロットの拡大の組み合わせ、
管理・還流の仕組み

• 20～30％の積載率の低下というデメリットへの対
処としては、一方では、より多くのパレットを収
容できる大型の車両の使用とともに、荷役時間の
短縮により有効に稼働効率を高めることができる
短距離輸送への適用を検討する必要がある。

• また、発注ロット（≒輸送ロット）をパレット単
位とすることを発着荷主が採用してもらうことが
必要となる。

• さらに、パレットの管理・還流の仕組みを整備す
ることは必須であり、レンタルパレットの使用な
ども選択肢に入る。
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５．長距離輸送
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長距離輸送

モーダルシフトの拡大

• モーダルシフトは、トラック輸送需要をその
ものを減少させるものであり、時間外労働の
上限規制の強化等により、進展することが期
待される。

• 2021年は、北海道・東北と東海以西、関東と
中国以西、九州と近畿以東で、雑貨輸送にお
けるトラック以外のシェアが高くなる傾向に
ある。

• 2015年、橋梁でつながっている四国・九州で
は、トラック以外のシェアはあまり高くなら
なかったが、2021年にかけては北海道・東
北・北陸信越と四国・九州の間でもモーダル
シフトが進んでいる。
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雑貨輸送におけるトラック以外のモードの輸送トンシェア（2021年物流センサス）赤←高い　低い→青
着地方

発地方 北海道 東北 関東 北陸信越 東海 近畿 中国 四国 九州 計

北海道 0.1% 72.4% 91.5% 97.7% 93.0% 91.3% 99.6% 95.4% 98.1% 13.9%
東北 91.5% 0.1% 4.3% 2.3% 22.6% 16.7% 20.6% 34.2% 36.5% 3.1%
関東 84.0% 1.2% 0.0% 0.4% 2.0% 4.3% 17.0% 17.3% 47.6% 1.7%

北陸信越 99.3% 3.0% 4.2% 0.2% 1.7% 6.9% 23.7% 11.4% 41.8% 3.0%
東海 98.7% 30.0% 2.5% 0.7% 0.0% 0.5% 14.6% 2.8% 26.4% 1.7%
近畿 98.9% 14.9% 3.1% 0.3% 0.1% 0.0% 0.6% 7.3% 22.9% 1.6%
中国 98.2% 34.0% 29.4% 9.2% 5.5% 1.5% 0.0% 3.4% 3.1% 2.3%
四国 100.0% 38.5% 13.9% 32.8% 11.4% 18.3% 0.1% 0.0% 11.4% 6.7%
九州 97.5% 37.3% 33.0% 22.6% 31.7% 17.0% 3.2% 16.7% 1.6% 4.3%
計 10.3% 3.0% 2.5% 2.1% 1.4% 2.4% 1.7% 2.6% 5.6% 2.9%

雑貨輸送のトラック以外のモードのシェアの変化（物流センサス2015年⇒2021年）緑←大　小→黄
着地方

発地方 北海道 東北 関東 北陸信越 東海 近畿 中国 四国 九州 計

北海道 0.1% 21.6% 10.1% 47.2% 28.2% 12.0% 27.7% 57.3% 39.4% 3.0%
東北 12.9% 0.1% 4.1% 2.3% 18.4% 15.2% 15.9% 34.2% 33.4% 1.9%
関東 15.5% 1.0% 0.0% 0.4% 1.9% 2.4% 4.5% 4.3% 22.0% 0.7%

北陸信越 43.1% 2.2% 4.2% 0.0% 1.7% 6.9% 23.7% 11.4% 34.0% 2.5%
東海 18.5% 17.0% 0.9% 0.7% 0.0% 0.2% 8.2% 1.6% 6.5% 0.7%
近畿 14.4% 8.5% 2.6% 0.3% 0.1% 0.0% 0.3% 0.1% 3.4% 0.5%
中国 23.0% 22.7% 15.2% 8.9% 4.2% 0.5% 0.0% 0.1% 2.2% 1.2%
四国 46.7% 24.1% 3.3% 32.8% 10.3% 0.0% 0.0% 0.0% 1.7% 2.1%
九州 7.2% 22.9% 9.5% 9.1% 9.1% 2.7% 0.4% 5.2% 0.7% 1.4%
計 2.1% 1.7% 0.9% 1.4% 0.8% 0.7% 0.8% 0.8% 2.2% 1.1%



長距離輸送

モーダルシフトの拡大

• 鉄道、内航は、トラックに比べて、ターミナ
ルへの輸送、発着便の制限、積み替えの負担
などの競争上のハンディ、地域間で流動のア
ンバランス（片荷）がある。

• しかし、トラックにおいてもアンバランスが
あり、発超過、着超過のパターンが、トラッ
ク以外と逆であるものも多い（例えば、関東
着で見ると、北海道・東北・北陸信越・近
畿・九州発。赤い二重四角で囲んだもの）。

• 鉄道、内航のターミナルそのもの、周辺に流
通センター機能等を備えることにより、積み
替え等を可能として、トラック輸送の貨物を
取り込むことも可能ではないか。
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雑貨輸送のトラック以外のモードの地域間輸送のアンバランス(物流センサス2021年3日調査、トン）緑：発超　赤：着超
着地方

発地方 北海道 東北 関東 北陸信越 東海 近畿 中国 四国 九州 計

北海道 0 -4,473 16,781 5,700 -866 7,219 1,057 -57 41 25,403
東北 4,473 0 4,176 -164 -5,266 -179 -623 -1,458 -909 51
関東 -16,781 -4,176 0 -4,998 -1,969 678 -10,350 -2,678 7,956 -32,318

北陸信越 -5,700 164 4,998 0 367 4,681 980 -2,953 3,621 6,158
東海 866 5,266 1,969 -367 0 1,026 2,881 -2,052 1,300 10,889
近畿 -7,219 179 -678 -4,681 -1,026 0 -927 -10,834 6,627 -18,560
中国 -1,057 623 10,350 -980 -2,881 927 0 886 -310 7,559
四国 57 1,458 2,678 2,953 2,052 10,834 -886 0 20 19,166
九州 -41 909 -7,956 -3,621 -1,300 -6,627 310 -20 0 -18,347

雑貨輸送のトラックのモードの地域間輸送のアンバランス(物流センサス2021年3日間調査、トン）緑：発超　赤：着超
着地方

発地方 北海道 東北 関東 北陸信越 東海 近畿 中国 四国 九州 計

北海道 0 1,141 -927 211 578 1,164 -15 62 -19 2,196
東北 -1,141 0 -8,993 -1,340 -6,224 -2,775 810 -2,256 -1,460 -23,378
関東 927 8,993 0 3,452 -41,990 -28,230 -12,872 -18,843 -1,675 -90,239

北陸信越 -211 1,340 -3,452 0 -46,459 7,564 -3,998 -3,814 3,585 -45,447
東海 -578 6,224 41,990 46,459 0 73,937 -10,992 -4,379 10,235 162,895
近畿 -1,164 2,775 28,230 -7,564 -73,937 0 -5,250 -28,887 12,321 -73,476
中国 15 -810 12,872 3,998 10,992 5,250 0 1,998 -7,065 27,250
四国 -62 2,256 18,843 3,814 4,379 28,887 -1,998 0 3,765 59,885
九州 19 1,460 1,675 -3,585 -10,235 -12,321 7,065 -3,765 0 -19,687



長距離輸送２

中継輸送により、ドライバーの日帰りが可能となる。
• 300キロ以上の日帰りが困難なトラックの長距離

輸送において、中継輸送をすることは、休息期間
をラウンド・トリップ内にいれることを回避し、
ドライバーの回転を高めることができる（RORO
船でドライバーが乗船しない運用も類似の発想）。

• 中継輸送のために車両のマッチングが行われ、空
車の無駄がなくなる。

• 中継に要する時間は、①貨物の積み替え、②コン
テナの付け替え、③ドライバーの乗り換え等によ
り変わる。②は、フィジカルインターネットの発
想に沿っている。

• しかし、中継拠点の整備やドライバーの組織的運
用が求められる。
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４．まとめと提言

Tomomi Tsuchiya 56



2030年代に向けた仕組みの変更の着手・実行

2030年代のドライバー急減は深刻なリスク
• 供給予測で見たとおり、2030年代初に現在のドライ

バーの担い手である第2次ベビーブーム世代の引退が始
まる。

• 直近の年齢階級構成の変化を見ると、道路貨物運送業
の就業者数は当面増加しているが、50歳以上の高齢層
の増加であり、49歳までは減少している。

• 今後、若年層を増加できるかが課題であるが、直近は、
ほとんど増加していない。

• 人手のかかる中型以下の輸送の割合は増加傾向にある
とみえる。
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長期的視点に立ち、仕組みの変更に着手すべき

• 物流の仕組みの変更には時間がかかる。データに
より現状を把握し、改善策を検討し、関係者への
働きかけを始める必要がある。

• 目標は、経済的なもの（費用最小化 等）ととも
に、物流の持続可能リスクに備え、工学的なもの
（使用車両数の減少 等）を設定すべき。



生産性に関するデータの把握と向上の計画：DXの実質化
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• 業界・企業単位で大局的に、輸送量と使用車両数の
傾向を概観し、輸送機能・車格毎に積載率、実車率、
回転率等の生産性を把握し、改善できる分野を見定
める。

• 輸送機能の特徴などから、積載率、実車率などKPIを
定め、向上計画を作成し、モニターする。

• 輸送部分のみでは生産性は向上できない。荷主の協
力が必要であり、

• ロットの拡大・標準化（定番品だけでも）、
• 早期の情報共有（リードタイムの延伸）、
• 輸送頻度の削減、バッファー在庫の保持（保管

スペースの確保が必要31）
などがキーワード。

改善策検討のため現状をデータで把握
• 政府のガイドライン28にあるように、作業の実態をデー

タで把握することが出発点。
• ガイドラインで求められる荷待ち・荷役時間だけでな

く、トラックの生産性の把握が必要（積載率、実車率、
回転率等）。おおまかには、輸送量と使用車両数で把
握できる。

• 電子的にデータを取得することは有効（デジタコ（デ
ジタルタコグラフ）、バース管理システム）。

• デジタコは、労働時間管理目的が主だが29、さらに積荷
情報と組み合わせることにより、実車率、回転数、積
載率を把握できる。GPSにより位置情報も把握できる。

• 財務に関する情報は、現在、車両当たり収益の把握が
主だが、作業時間・作業量と費用を把握し、ABC
（Activity Based Costing、活動基準原価計算)等によ
り、物流費用を反映したプライシングの基礎とできる。

データによる業務量の把握：DXの’D‘ 物流生産性向上の計画：DXの‘X’



• コストに見合った価格付けは、行動変容の動機づ
けをする王道。

• 物流事業者は、管理会計、原価管理32、ABC等に
より、コストに即した運賃、料金をいただくべき
（附帯作業、仕分け量、深夜割増）。これが発荷
主のメニュープライシングの基礎となる。

• 発荷主は、全体的な観察に基づき、物流コスト込
みの商品価格の商慣行を修正し、ロット、荷姿、
納期等に応じてメニュープライシングを行う。
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製・配・販（＋物）の連携

• 食品物流においては、製・配・販、メーカー・卸
し・小売りの取り組み30により、発注リードタイ
ムの延長などが実現している。この取り組みは、
2019年の全ト協食品部会の要望に端を発している。

• こうしたサプライチェーンの連携した取り組みは、
フィジカルインターネット実現会議WGなどを通
じて、作業の場が行政により準備されている。。

• 物流は競争領域でなく、協調領域であるとの認識
が基調となってきている。

• 関係の各業界・分野で、広がっていくことが期待
され、今回の自主行動計画でも対応されることが
期待される。

物流コストに基づくプライシング



• トラック業界は10台未満の事業者が半数以上を占
める。これでは、積み合わせによる積載率改善な
ど生産性向上の施策を講じにくい。また、荷主と
交渉する上で、コストを反映した運賃、料金に反
映しづらい。

• 協同組合や、M＆Aなどにより零細の克服も必要。
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• 今回の研究では、自動車輸送統計調査の個票デー
タやトラック輸送状況の実態調査のデータのおか
げで実施できた。

• しかし、自動車輸送統計調査の個票データは、オ
ンサイト利用が認められておらず、統計法33条の
手続きを経なければならなかった。オンサイト利
用を認め、あるいはデータの匿名化による公開等
により、より幅広い研究の展開、実務への活用が
可能となる。

• また、トラック輸送状況の実態調査は、4～5千も
のサンプルがとられ、トラックの作業の実態に関
する貴重な情報を含んでいたはずだが、研究時点
では、個票データは保存されておらず、現実によ
り即した分析ができなかった。

• 行政の方々には、データの保存、活用の容易化等
を期待する。

政府のデータの保存・活用中小零細の克服の努力



フィジカルインターネット：長期的に目指すべき方向
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• フィジカルインター
ネットは2040年までを
視野に入れた長期的・
多層的な取り組み。



ご清聴、ありがとうございました。
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附録
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Tomomi Tsuchiya Tokyo University of Marine Science and Technology

１．トラック輸送全体量の再現：輸送機能別の構成

• 本研究では、以降の章でトラック輸送需要、ドライバー需要の営業トラック全体での総量を扱うため、
当該車種・当該年度の公表の合計値

当該車種・当該年度のサンプルの合計値 を簡易なウェイトとして全体量を推計した。

• 再現の度合いは比較的良かった。

• 全体量の再現では、重量トンでは、B.大型輸送、E.反復輸送、C.中型輸送の比率が大きいが、輸送ト
ンキロでは、B．大型輸送、A.幹線輸送、C.中型輸送の比率が大きく、E．反復輸送は小さくなった。

• D.集配はいずれにおいても比率が小さかった。（※後述の労働力への負荷と異なる傾向）
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表4-5-1.a 　輸送トン　サンプルから再現/公表統計の比

年度
営業用普
通車

営業用小
型車

営業用特
種用途車

営業用軽
自動車

自家用普
通車

自家用小
型車

自家用特
種用途車

営業用計 自家用計 総計

2010 0.999 1.001 1.002 0.999 1.001 1.000 0.998 1.000 1.000 1.000
2011 1.000 0.999 1.000 1.000 1.000 1.000 1.002 1.000 1.001 1.000
2012 1.000 0.998 0.999 1.000 1.002 1.000 0.999 1.000 1.001 1.000
2013 1.001 0.999 0.998 1.000 0.999 1.000 1.000 1.000 0.999 1.000
2014 0.999 1.000 1.000 1.000 1.001 1.000 1.001 0.999 1.001 1.000
2015 0.999 1.002 1.002 1.000 1.000 0.999 0.999 0.999 1.000 1.000
2016 0.999 1.004 1.002 1.000 1.000 1.000 1.002 0.999 1.001 1.000
2017 1.001 1.003 1.002 1.000 1.001 1.000 0.999 1.001 1.000 1.001
2018 0.999 0.997 1.000 1.000 0.999 0.999 1.000 0.999 0.999 0.999
2019 1.001 0.999 1.002 1.000 1.000 0.999 0.998 1.001 1.000 1.001

表4-5-1.b　 輸送トンキロ　サンプルから再現/公表統計の比

年度
営業用普
通車

営業用小
型車

営業用特
種用途車

営業用軽
自動車

自家用普
通車

自家用小
型車

自家用特
種用途車

営業用計 自家用計 総計

2010 1.000 1.002 0.999 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000
2011 1.000 1.003 1.002 1.000 1.000 1.000 0.997 1.000 0.999 1.000
2012 0.999 0.998 1.001 1.000 1.000 1.000 0.999 0.999 0.999 0.999
2013 1.000 1.001 1.000 1.000 1.000 1.000 1.001 1.000 1.000 1.000
2014 1.001 0.997 0.997 1.000 0.999 1.000 1.000 1.001 1.000 1.000
2015 1.000 0.997 1.000 0.999 1.001 1.000 1.001 1.000 1.001 1.000
2016 1.000 1.000 0.998 1.000 0.999 1.000 0.999 1.000 0.999 1.000
2017 1.001 1.000 0.999 1.000 0.999 1.000 0.999 1.001 0.999 1.001
2018 1.000 0.999 1.000 1.000 1.000 1.000 0.999 1.000 1.000 1.000
2019 1.000 0.998 1.001 1.000 1.001 1.000 1.000 1.000 1.000 1.000
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２．トラック輸送の数理モデル

• トラック輸送は５つの輸送機能に分類され、各輸送機
能は、貨物が一方向のみと両方向である以外は、輸送
重量、最大積載量、輸送距離、運行速度など輸送条件
が同一の2種類の輸送で構成されているとする。

• 各輸送機能では、与えられた総輸送重量W（t/年）をN

台の車両が往復𝑓𝑓回（回/年）で運んでおり、f 回のうち
γ%は往復で荷があるとする。

• すなわち、
• W ：総輸送重量（t/年)
• N：フリートの必要車両数（台）
• 𝑓𝑓：往復回数（往復/年）
• γ: 往復で荷がある割合（％）

• を輸送機能の総量の値とし、

• L；使用車両の最大積載量 (t/台）
• α：積載率 (重量に基づく)，ただし，0 ≤α≤１
• w : 1方向当たり輸送重量(t/回), w = Lα
• d：1方向当たり輸送距離(km)
• v：運行速度(km/年)

• を各輸送共通の輸送条件とする。
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操作する変数の一つを輸送機能の加重平均実車率β（0.5 ≤ 𝛽𝛽 ≤ 1）とすると、γとの関係は、 
 

 ····················································································· （１） 

 
(1)の中央の式の分子は総実車距離であり、分母は総走行距離である。 
 以降は、方荷の輸送、往復で荷がある輸送別に総輸送重量から必要車両数を求めることになる。 
𝑊𝑊1: 片荷の輸送の総輸送重量（t/年） 
𝑊𝑊2: 往復で荷がある輸送の総輸送重量（t/年） 
 なお、𝑊𝑊1 + 𝑊𝑊2 = 𝑊𝑊 
とすると， 
 

 
 ·········································································································· （２） 

 
（１）及び（２）を用いて 

，  ··········································································· （３） 

 
𝑁𝑁1：片荷の輸送に必要な車両数（台） 
𝑁𝑁2：往復で荷がある輸送に必要な車両数（台） 
 なお、𝑁𝑁1 + 𝑁𝑁2 = 𝑁𝑁 
とすると、𝑁𝑁1は次を満たさなければならない。 
 
 


操作する変数の一つを輸送機能の加重平均実車率β（）とすると、γとの関係は、
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中程度の精度で自動的に生成された説明]	（１）



(1)の中央の式の分子は総実車距離であり、分母は総走行距離である。

　以降は、方荷の輸送、往復で荷がある輸送別に総輸送重量から必要車両数を求めることになる。

: 片荷の輸送の総輸送重量（t/年）

: 往復で荷がある輸送の総輸送重量（t/年）

　なお、

とすると，
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中程度の精度で自動的に生成された説明]
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中程度の精度で自動的に生成された説明]	（２）



（１）及び（２）を用いて
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中程度の精度で自動的に生成された説明]，　[image: 図形

中程度の精度で自動的に生成された説明]	（３）



：片荷の輸送に必要な車両数（台）

：往復で荷がある輸送に必要な車両数（台）

　なお、

とすると、は次を満たさなければならない。
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 ··············································································································· （４） 
 

 

 
 
 

 
 
                           
                 ··········································································· （５） 
 
ここで 
𝑇𝑇1：片荷輸送 1 往復所要時間（年） 
h：1 方向当たり荷待ち・荷役時間 (年) 
H : 1 往復当たり休憩その他の時間（年） 
𝑦𝑦: 連続拘束時間の上限（年） 
𝑟𝑟: 休息期間（年） 
（４）の左辺は𝑁𝑁1台のフリートが年間に輸送できる貨物の重量であり、これが運ぶべき𝑊𝑊1以上でなければならないこ
を表す。 
（５）は 1 往復の運行の所要時間であり、年を単位としているので、車両の 1 年間の回転数の逆数となる。場合
分けがされているが、いわゆる宿泊運行のように、運行所要時間（𝑇𝑇1�）が連続拘束時間の上限（𝑦𝑦）を超える度に
休息期間（𝑟𝑟）をとらなければならないことを示す。 
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中程度の精度で自動的に生成された説明]

	（４）
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中程度の精度で自動的に生成された説明]
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　[image: ]

　　　　　　　　　　　　　　　　	（５）



ここで

：片荷輸送1往復所要時間（年）

h：1方向当たり荷待ち・荷役時間 (年)

H : 1往復当たり休憩その他の時間（年）

: 連続拘束時間の上限（年）

: 休息期間（年）

（４）の左辺は台のフリートが年間に輸送できる貨物の重量であり、これが運ぶべき以上でなければならないことを表す。

（５）は1往復の運行の所要時間であり、年を単位としているので、車両の1年間の回転数の逆数となる。場合分けがされているが、いわゆる宿泊運行のように、運行所要時間（）が連続拘束時間の上限（）を超える度に休息期間（）をとらなければならないことを示す。
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同様に、𝑁𝑁2についても 

 ··············································································································· （６） 

 ········································································································ （７） 

𝑇𝑇2：往復で荷がある輸送 1 往復所要時間（年） 
往復で荷がある輸送については、片荷の場合に比べ、輸送可能重量、荷待ち荷役時間が 2 倍となる。（７）は（５）と同様、連続拘束
時間の上限を超える度に休息期間が加わるがここでは省略する。 
（３）～（７）から、N は次により与えられる。 

 
 （８） 

 
（８）の右辺で、𝟐𝟐𝟐𝟐𝟐𝟐𝟐𝟐は 1 往復平均輸送重量（𝒘𝒘�）、括弧内は 1 往復平均所要時間（𝑻𝑻�）である。 
W の乗数（𝑻𝑻�/𝒘𝒘�）は、貨物 1 トン当たり必要車両数（台･年/t）となり、必要車両原単位と呼び、政策の評価に用いる。 
 
さらに、必要なドライバー数は次により与えられる。 

 ····················································································································· （９） 

D：必要なドライバー数（人）、右辺の分子の１：1 年、右辺の分母の１：1 台 
R：ドライバー１人あたり年間総拘束時間（年/人） 
（９）の右辺の分子は N 台のフリートの延稼働時間（台･年）であり、分母は車両 1 台ドライバー1 人の稼働可能時間（台・年/人）で
ある。 
 
  


同様に、についても

[image: 図形

中程度の精度で自動的に生成された説明]	（６）
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中程度の精度で自動的に生成された説明]	（７）

：往復で荷がある輸送1往復所要時間（年）

往復で荷がある輸送については、片荷の場合に比べ、輸送可能重量、荷待ち荷役時間が2倍となる。（７）は（５）と同様、連続拘束時間の上限を超える度に休息期間が加わるがここでは省略する。

（３）～（７）から、Nは次により与えられる。
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中程度の精度で自動的に生成された説明][image: 図形

中程度の精度で自動的に生成された説明]

	（８）



[bookmark: _Hlk117967632]（８）の右辺で、は1往復平均輸送重量（）、括弧内は1往復平均所要時間（）である。

Wの乗数（）は、貨物1トン当たり必要車両数（台･年/t）となり、必要車両原単位と呼び、政策の評価に用いる。



さらに、必要なドライバー数は次により与えられる。
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中程度の精度で自動的に生成された説明]	（９）

D：必要なドライバー数（人）、右辺の分子の１：1年、右辺の分母の１：1台

R：ドライバー１人あたり年間総拘束時間（年/人）

（９）の右辺の分子はN台のフリートの延稼働時間（台･年）であり、分母は車両1台ドライバー1人の稼働可能時間（台・年/人）である。
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３．トラック輸送の再現試算

• 輸送機能別に、直近の輸送構造を反映

する2019年度のデータを適用して、営業

トラック輸送を再現。

• 適用する輸送条件としては、簡易なウェ

イトによる加重平均等により自動車輸送統

計調査のトリップデータから求めた。

• 適用する要素作業の時間は、国土交通

省の2020年度の「トラック輸送状況の実態

調査結果」の車格別の平均値を基にした。

• ただし、A.幹線輸送については、宿泊

運行の事例等から個別に設定。



Tomomi Tsuchiya Tokyo University of Marine Science and Technology

• 再現試算の結果、総輸送重量は2019年度の統計値3,054百
万トンに、ドライバー数は道路貨物運送業の輸送・機械運転従
事者数86万人に近似的な数値が得られた。

• 総輸送重量はA.幹線輸送、D.集配が低く、B.大型輸送が
これらの約10倍であるが、必要車両原単位は、D.集配がB.
大型輸送の約10倍であるため、必要ドライバー数はB～D
でそれぞれ20万人以上である。

• E.反復輸送は2番目に輸送重量が多いが、必要車両原
単位が極めて低いため、必要ドライバー数が最小である。

• 輸送トンについてD.集配は最小であったが、必要車両
原単位、必要ドライバー数を見た場合、労働力への負荷
が大きいことが分かる。
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